
Ⅰ　人事行政の運営の状況

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(１)　採用の状況　（出向採用者を除く。） （単位：人）

一般行政職 技術職 保健師 保育士 栄養士 社会福祉士 消防士 計

30人 3人 1人 3人 3人 1人 9人 50人

　（２）　退職の状況 （単位：人）

定年退職 勧奨退職 その他 計

29人 3人 15人 47人

　（３）　部門別職員数の状況と主な増減理由　（各年4月1日現在） （単位：人）

平成30年 平成31年

8 7 △ 1

161 178 17

55 56 1

142 150 8

98 101 3

26 27 1

21 24 3

102 95 △ 7

613 638 25

124 117 △ 7

186 189 3

923 944 21

36 △ 36

19 19 0

48 49 1

103 68 △ 35

1,026 1,012 △ 14

(1070) (1070)

（注）1　職員数は、一般職に属する職員であり、、給与の支払いのない派遣職員を除いた職員数です。

（注）2　（　）内は、条例で定める職員定数です。

（注）3　平成31年4月1日現在、住民基本台帳人口は135,154人です。

平成３０年度　木更津市人事行政の運営等の状況

  地方公務員法第５８条の２第３項及び木更津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定によ
り、平成３０年度における人事行政の運営の状況及び公平委員会の業務の状況を次のとおり公表します。

＜参考＞
人口１万人当りの職員数　47.21人

＜参考＞
人口１万人当りの職員数　69.85人

＜参考＞
人口１万人当りの職員数　74.88人
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(注）　平成30年度中に退職した職員数です。
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(注）　平成30年度中に採用した職員数です。
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２　職員の人事評価の状況

評価期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

評価対象　　　 全職員

３　職員の給与の状況

　　（１）　職員給与費の状況

923 5,827

（注）1　平成30年度普通会計決算によるものです。

（注）2　職員手当には退職手当を含んでいません。

（注）3　対象職員数は、平成30年4月1日現在の職員数です。

（注）4　1人当たり給与額（年額）は、職員給与費計÷対象職員数で算出しています。

　　（２）　平均給与月額（給与月額、諸手当）及び平均年齢 (単位：円）

（注）1　平成31年4月1日現在の職員の状況です。

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　　（１）　職員の勤務時間（標準的なもの）

　　（２）　年次有給休暇の平均取得状況（平成30年度実績）

（注）1　平均取得日数は、小数点以下第3位を四捨五入して算出しています。

（注）2　平成31年3月31日現在在職する職員で、平成30年度中の休職者、育児休業取得者、出産休暇取得者、派遣職員、

　　　　　　　　　中途採用職員及び短時間勤務職員を除いて算出しています。

５　職員の休業に関する状況

　育児休業及び部分休業の取得状況 （単位：人）

１２時００分から１３時００分まで

663,022

9.48

１週間の勤務時間

３８時間４５分

開始時刻

８時３０分 １７時１５分

終了時刻 休　憩　時　間

5,378,253

対象職員数
１人当たり
給与額（年

額）計

平均給与月額
給料月額

（単位：千円・人）
職　員　給　与　費

給　　料

3,373,786

職員手当

935人

期末・勤勉手当

諸手当

1,341,445

計
平均年齢

308,943 78,109 387,052 40.0

育　児　休　業

　平成２８年度より、職員個人の職務遂行能力の発揮度を能力基準に照らして評価する「能力評価」と、組織の
目標を明確に意識し、各自の業績を評価する「業績評価」からなる人事評価制度を実施し、職員の主体的な職
務の遂行及びより高い能力を持った人材の育成を行っております。

区　　　　分

21人 13人

部　分　休　業

取得者数 取得者数

一般行政職

対象職員数 平均取得日数

13人 7人

うち前年度から
の　取　得　者

0人 0人

13人 7人

0人

女性職員 21人 13人

計

区　　　分 うち前年度から
の　取　得　者

男性職員 0人
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６　職員の分限及び懲戒の状況

　（１）　分限処分の被処分者数 （単位：人）

免職 降任 休職 降給 計

勤務実績が良くない場合 0人 0人 0人 0人 0人

心身の故障の場合 0人 0人 11人 0人 11人

職に必要な適格性を欠く場合 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人 0人

刑事事件に関し起訴された場合 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 11人 0人 11人

　（２）　懲戒処分の被処分者数 （単位：人）

免職 停職 減給 戒告 計

法令に違反した場合 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人 1人 0人 1人

0人 0人 1人 0人 1人

７　職員の服務の状況

８　職員の退職管理の状況

　課長級以上の退職者２１人の再就職等の状況（平成３０年度退職者）

９　職員の研修の状況

　（１）　研修の実績（受講者数） （単位：人）

その他

70人 810人 3人60人 19人 176人

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行の
あった場合

計

研修所等が実施する研修

独自研修 派遣研修
千葉県自治研修センター 市町村職員中央研修所

君津郡市広域
市町村圏事務組合

区　　　　　　　分

営利企業等に再就職した者

計

2人

人　　数

13人

6人

21人

市の再任用職員となった者

その他（在家庭等）

計

　地方公務員法で「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行に当っ
ては、 全力を挙げてこれに専念しなければならない」という服務の根本基準が示されています。また、法令や上
司の職務上の命令に従う義務・信用失墜行為の禁止・秘密を守る義務、 さらには政治的行為の制限などに関
する規定の順守が求められています。

区　　　　　分

区　　　　　分

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、
過員を生じた場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合
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１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

　（１）　職員の保健に関する事項 （単位：人）

　（２）　職員互助会及び職員共済組合の事業概要

　 ア　木更津市役所職員厚生組合

　 イ　千葉県市町村職員共済組合

　 ウ　千葉県市町村職員互助会

　（３）　公務災害補償の状況 （単位：件）

Ⅱ　公平委員会の状況

１　公平委員会の概要

      公平委員会は、地方公務員法の規定により、主に次の業務を行うために設置されています。

　（１）　職員の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する措置の要求を審査 ・判定し、必要な措置を執ること。

　（２）　職員に対する不利益な処分の不服申し立てに対する裁決又は決定をすること。

　　　    なお、平成３０年度は勤務条件に関する措置の要求および不利益処分に関する不服申し立てはありませ

　　 　んでした。

　　計

認　定　件　数

計　　疾　　病　負　　傷

4件

1件

5件

0件

区分

公務災害

0件

4件

1件通勤災害

職員定期健康診断（深夜業務従事者）

ストレスチェック

人間ドック助成

　　　　地方公務員法の規定に基づき、職員の会費と市からの補助金を原資として、職員の福利厚生のために
　　 各種事業への助成、会員相互の祝い金 ・見舞金などの給付事業を行っています。

794人

147人

910人

289人

区　　　　　　　分 人　　数

職員定期健康診断

0件5件

　　　　組合員の掛け金と市の負担金で運営され、退職者への年金給付、育児休業 ・介護休業手当金の給付、
　　 組合員の臨時の支出に対する貸し付け、健康保険などの業務を行っています。

　　　　職員の掛け金と市の負担金で運営され、弔慰金や災害給付金の支給、保養所などの利用助成などを
　　 行っています。
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